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2016年度 業績ハイライト（前年⽐）
【売上収益】

流通、製造、通信向けなどで増収。

【売上総利益】
増収 及び 売上総利益率の改善により増益。
※ 「不採算案件」及び「海外事業会社の原価計上ルール変更による影響」を除いた

売上総利益率は前年⽐ ＋0.9pts改善。

【その他の収益及び費⽤】
⼈件費、業務委託料、租税公課などの販売管理費が増加。

【営業利益】
売上総利益の増加により増益。

【受注⾼】
通信、流通、公共、公益向けなどで増加。

【受注残⾼】
受注⾼と同じ。
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2016年度 業績ハイライト（業績予想⽐）
【売上収益】

通信向けなどが増加。

【売上総利益】
増収により増益。
※「不採算案件」及び「海外事業会社の原価計上ルール変更による影響」を

除いた売上総利益率は業績予想⽐▲0.1ptsで、ほぼ業績予想並み。

【その他の収益及び費⽤】
概ね業績予想並み。

【営業利益】
増収により増益。

【受注⾼】
流通、通信、公益向けなどで増加。

【受注残⾼】
受注⾼と同じ。
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事業グループ別実績（前年⽐）

【流通・EP】
受注、売上共に流通向け⼤型インフラ構築や開発、運輸向け開発などが増加。

【情報通信】
受注は通信向けネットワークを中⼼に増加。
売上は通信向けネットワークやインフラ構築に加え、インターネットサービスプロバイダ
向けインフラ構築などが増加。

【公共・広域】
受注は公共向けネットワークや、地域パートナー企業との協業ビジネスなどが増加。
売上は前年並み。

【⾦融・社会インフラ】
受注は公益向けインフラ構築などが増加。
売上は前年並み。

【その他】
受注は国内業会社での流通、製薬向けサービスビジネスなどが増加。
売上は前年並み。
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ビジネスモデル別実績（前年⽐）

【サービス】
受注は通信向け製品保守や、公益向け保守・運⽤などが増加。
売上は流通向けインフラ機器の設置・構築や、⾃動⾞向け運⽤、通信向け製品保守などが
増加。

【開発・SI】
受注は流通や運輸、通信向け開発などが増加。
売上は流通や運輸向け開発などが増加。

【製品】
受注は流通向けインフラ機器や通信向けネットワークなどが増加。
売上は前年並み。
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売上総利益率に関する補⾜

【不採算除く売総率】
15年度：23.5% → 16年度：24.1％（+0.6pt）

【上記に加え、海外事業会社の原価計上ﾙｰﾙ変更の影響を除く売総率】
15年度：23.5％ →   16年度：24.4％（+0.9pts）
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その他の収益及び費⽤内訳 （前年⽐）

【⼈件費】
海外事業会社の原価計上ルール変更による減少があったものの、
社員数の増加や昇給などによる給与の増加に加え、業績連動賞与が増加。

【その他】
業務委託料や租税公課が増加。
業務委託料は社内の基幹システムリプレースに伴う費⽤増。
租税公課は主に外形標準課税が増加。
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① 流動資産： +211
現⾦及び現⾦同等物 ＋33
売掛⾦ +38
商品 +58
預け⾦ +49
前払費⽤ +28

② ⾮流動資産： +40
有形資産 ＋8 
無形資産 ＋10
繰延税⾦資産 ＋23

③ 流動負債： +130
営業債務及びその他の債務 ＋10
未払法⼈税等 ＋ 27
賞与引当⾦ ＋ 25
前受収益 ＋ 52
前受⾦ ＋ 22

④ ⾮流動負債： ▲ 5
退職給付引当⾦ ▲ 3

⑤ 資本： +126
利益剰余⾦ ＋138



① 営業活動によるキャッシュ・フロー： ＋33
税⾦等調整前当期純利益 ＋33
棚卸資産の増減額 ▲80
法⼈所得税の⽀払額 ＋18
その他 +62

② 投資活動によるキャッシュ・フロー： ＋40
投資有価証券の取得による⽀出 ＋34

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー： +5
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